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地域密着型サービスの実地指導について 

 

 

〇指導・監査の目的 

指導・監査は、事業者等が運営する事業所・施設の運営が、介護保険法令、障害

者総合支援法令、法令の規定により条例に委任された基準等に関する条例（特に人

員、設備及び運営基準や報酬告示）、その他の関係法令に従い適正に運営されてい

るかどうかを確認・検査し、是正・改善すべき事項がある場合には、その内容に応

じて適切な措置を講じて事業運営の適正化を図るとともに、必要に応じてサービス

の質の確保・向上に向けた指導を行うことにより、事業の健全な運営と制度の信頼

性の確保、利用者の保護と自立支援を図ることを目的とする。 

 

 

〇指導・監査の考え方 

指導指針・監査指針においては、「行政上の措置に該当する内容であると認めら

れる場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は介護報酬（自立支援給付

に係る費用）の請求について不正若しくは著しい不当が疑われる場合に、事実関係

を的確に把握し、公正かつ適切な措置を採る」ために行うものを「監査」。 

 

「サービス事業者等に対し、介護給付（自立支援給付）等対象サービスの取扱い、

介護報酬（自立支援給付に係る費用）の請求等に関する事項について周知徹底させ

る」ために行うものを「指導」と呼んでいる。 

 

 

・ 指導は、制度管理の適正化とよりよいケアの実現をめざす 

・ 監査は、不正請求や指定基準違反に対する機動的な対応をめざす 

 

  

資料５ 



〇平成 27 年度実施方針 

(１)加古川市介護サービス事業者等の指導実施要綱（以下「指導実施要綱」という。）

に基づき、加古川市が指定・管理している事業所（地域密着型サービス事業所）

に対して、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図るこ

とを目的として行う。 

(２)概ね指定更新期間内（６年間）に１回、市の担当者が介護サービス事業所へ出

向き、適正な事業運営が行われているか確認する。 

(３)その他市長が特に一般指導を要すると認めた場合、当該介護サービス事業者の

実地指導を実施する。 

(４)実地指導の際に、指導実施要綱第８条第１号及び第２号※に該当すると判断し

た場合は、実地指導を中止し、加古川市介護サービス事業者等の監査実施要綱

に定めるところにより、監査を実施する。 

 

※加古川市介護サービス事業者等の指導実施要綱（抜すい） 

第８条 市長は、実地指導の実施中に、次に掲げる状況を確認した場合は、実地指導を中止し、直ちに、

加古川市介護サービス事業者等の監査実施要綱に定めるところにより、監査を行うことができる。 

（１）著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれ

があると判断した場合 

（２）介護報酬請求の内容に誤りが確認され、その内容が、著しく不正な請求と認められる場合 

 

 

〇実地指導の流れ 

事 前 
・実地指導の約２か月前に開催通知及び事前作成資料の送付 

・約１か月を目途に作成資料を完成させ、市高齢者・地域福祉課へ送付 

当 日 

・作成資料に従い施設長等からヒヤリングを実施 

・事業所保管書類の点検 

・事業所内の実地検査 

・口頭による講評 

事 後 
・実地指導結果の文書通知 

・約１か月を目途に改善措置を高齢者・地域福祉課へ報告 
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